
 The authors have designed the hydrogen energy community (HEC) interconnecting stationary fuel cells as 

distributed energy resources (DERs) and internetworking electric power, hydrogen and hot water in residential 

areas. The demonstration project of HEC has been performed from April 2007 to March 2009, and the results 

showed the performance as same as its design model and indicated the way to conduct hydrogen society. 

After that, there have been changed the environments of DERs in Japan, they are caused by the regulation 

for residential PV net metering performed in Nov. 2009 and by the Great East Japan Earthquake on 11 March 

2011. As a new framework of HEC harmonizing PV systems with stationary fuel cells in energy networks and 

holding resilience of distributed energy systems against heavy disaster, the authors revise the concept to 

HEC balanced supply with demand based on energy networks. The outlooks of this concept are to illustrate 

the network configuration and to formulate the objective functions both on normal mode and on emergency mode. 
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１．はじめに 

これまで筆者らは，商用化されている定置用燃料電池の

様々な課題を解決することや，住宅地域において，新たな

形態および構成で定置用燃料電池を普及させることによ

って水素エネルギー社会を形成することを目的に， 

 定置用燃料電池を改質器，燃料電池スタック，補助

熱源機等の「機能」に分離して， 

 各機能を電気・水素・熱（温水）を「キャリア」と

してネットワークする， 

「エネルギーネットワーク」を提言してきた。 

まずこのコンセプトを基に，戸建住宅群・集合住宅の区

画範囲・建物規模に対応した「水素エネルギーコミュニテ

ィ」を定義・類型化して，戸建住宅の基本区画 4軒単位と

8 軒単位，集合住宅の基本構成 1 フロア 10 軒単位につい

て，エネルギーネットワーク構成手法 1)を用いて，それぞ

れの性能を推定・検証し，基本設計を行った 2)3)． 

 次に筆者らは，大阪市内の実住宅に戸建住宅の基本区画

4軒単位と集合住宅 2フロア 6軒のエネルギーネットワー

ク実証システムを構築した 4)．そして，2007年 4月から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2009 年 3月までの 2 年間，実証試験を行い，実証システ

ムが基本設計と同等程度の省エネルギー性や環境負荷低

減効果を得られることを示すと共に，エネルギーネットワ

ークの基本区画・基本構成を展開することにより，「水素

を主要なエネルギーとする住宅地域」を形成できることを

示唆した 5)． 

 この実証試験以降，分散型エネルギー（以下，DERと略

す）を取り巻く環境は、以下のように大きく変化した。 

1) 2009年 11月から施行された「太陽光発電の余剰電力

買取制度」6)と 2012年 7月から施行された「再生可

能エネルギーの固定価格買取制度」6)により，再生可

能エネルギーが急速に普及する見通しとなる． 

2) 2011年 3月 11日の東日本大震災による被害および福

島第一原子力発電所事故に伴い，社会や住民からエ

ネルギーシステムに対する安全性や回復力への要求

が高まる 7)． 

上記 1)は日本政府の政策（制度）による再生可能エネ

ルギーの導入環境の変化であり，住宅地域においては特に

太陽光発電（以下，PV と略す）の導入が加速される．上

記 2)は社会的ニーズとしてエネルギーシステムに求めら

れる仕様・機能の変化であり，DERにおいてもレジリエン

ス（Resilience；回復力）が要求される． 

 以上の環境変化を考慮すると，これまで設計・実証した

水素エネルギーコミュニティに，PV等の DERをネットワ 
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ークに統合して融通する仕組みと，災害等によるユーティ

リティ停止時において，過度な設備投資をすることなく少

しでもエネルギー需給を確保する，供給側と需要側の仕組

みが必要となってくる． 

そこで本稿では，これまで設計した水素エネルギーコミ

ュニティを，「エネルギーネットワーク構成」と「目的関

数」という視点から再整理する．次に，DERの普及見通し

と，災害時等に顕在化する水素エネルギーコミュニティの

課題について述べ，これらに対応した新しいエネルギーネ

ットワークの枠組として「エネルギー需給型コミュニテ

ィ」のコンセプトを提言し，そのネットワーク構成と目的

関数を示す． 

 

２．水素エネルギーコミュニティ 

 本研究では、住宅地域において電気・水素・熱（温水）

をエネルギーキャリアとしてネットワークを行い，相互に

エネルギー融通が可能となる，一定範囲の区画または一定

規模の建物を「水素エネルギーコミュニティ」と定義し，

類型化した 3)．電気・水素・熱（温水）のエネルギーネッ

トワークの範囲・規模は，それぞれのキャリアとしての特

性から自ずと制約され，「電気 ＞ 水素 ＞ 熱（温水）」の

関係となる 2)．以下に，水素エネルギーコミュニティをネ

ットワーク構成と目的関数の視点から記述する． 

○エネルギーネットワーク構成 

 水素エネルギーコミュニティのネットワークは，電気・

水素・熱（温水）を融通する「エネルギーネットワーク」，

エネルギーネットワークに接続された DERと周辺装置（総

称して DERモジュールという），外部から供給される系統

電力・都市ガス等のユーティリティ，区画・建物を形成す

る戸建住宅または集合住宅の需要家群（DERを有する需要

家を「需給家」という）から構成される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

DERモジュールには「水素製造」「エネルギー変換」「エ

ネルギー貯蔵」等のモジュールがある．また需要家群のエ

ネルギー需給情報はインターネット上で共有される． 

図 1 に水素エネルギーコミュニティのネットワーク構

成のブロック関係図を示す． 

ここで，「水素製造」モジュールは，都市ガス／LPガス

を原料に水蒸気改質（SMR）により水素を製造する．「変換」

モジュールは，燃料電池スタック（以下，FC と略す）を

対象として，水素を電気と熱（温水）に変換する．「貯蔵」

モジュールは，製造した水素を水素ホルダに，変換した熱

（温水）を排熱温水タンクに貯蔵する． 

○目的関数 

水素エネルギーコミュニティの評価指標として，以下の

3つが挙げられる． 

• エネルギー供給の安定性（Energy Security）[SEC]：DER

とユーティリティ（系統電力・都市ガス等）の連系によ

るエネルギー供給の半二重化 

• 経済性・コスト（Economic Efficiency）[COST]：年間

のエネルギー費用（エネルギー消費量とほぼ等価） 

• 環境・温暖化対応（Environment）[CO2]：年間の消費エ

ネルギーに対応する二酸化炭素の排出量 

そこで，水素エネルギーコミュニティの目的関数[Obj.]

は，上記の評価指標を組み合わせた[COST]と[CO2]の和

を設定し，目的関数を最小化（パレート最適化）する 2)． 

 

（式 1） 
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図 1 水素エネルギーコミュニティのネットワーク構成 



３．分散型エネルギーの普及見通しと災害時の課題 

3.1 太陽電池（PV）の普及見通し 

家庭部門への PVの導入施策の加速により，PVは戸建住

宅において，2009年度－2011年度の 3年間で約 53万軒に

導入設置が進んでいる 8)．この導入軒数は日本の総戸建住

宅数 2,745万軒の約 2%の普及率に相当し，2011年度末に

は累積 3.6%に達している．この普及率の伸び（3年で 2%）

が持続するとして，2030年時点で PVの累積普及率は 15%

程度となり，戸建住宅 6－7軒に 1軒の割合で PVが設置さ

れていることになる．つまり，水素エネルギーコミュニテ

ィの戸建住宅の基本区画 8 軒単位において，最低 1 軒は

PVが設置されている可能性が高い． 

 これまで水素エネルギーコミュニティの基本区画を設

計するに当たり，目的関数を最適化する FCや改質器の台

数・容量を算定したが，今後は経済性・省エネルギー性

[COST]と環境負荷の低減[CO2]の両方の観点から，PVの余

剰電力を基本区画内で融通することが必須となる． 

3.2 災害時における水素エネルギーコミュニティの課題 

 災害等によって「系統電力と都市ガスの供給が，期間は

不明であるが限定的に停止する」という状況を想定する．

このような状況では，水素エネルギーコミュニティにおい

て以下の問題が顕在化する． 

① 水素供給の停止 

都市ガスが停止すると，「水素製造」モジュールへの燃

料供給がなくなり水素製造が停止する．よって，ホルダに

貯蔵した水素を使い切った時点で，水素供給は停止する． 

② 燃料電池スタック（FC）の稼動停止 

FC群は一括して系統連系して稼動しているため，FC群

は系統電力の停止を検出すると，系統連系技術要件ガイド

ライン 9)に従い，単独運転を停止する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 需要家機器の使用制限 

 ホルダに貯蔵された水素により FC群が自立運転に移行

した場合でも，需要家の使用する機器が制限され，FC 群

の供給する電力と需要のバランスが崩れると，電気ネット

ワーク全体がブラックアウトする． 

 

４．エネルギー需給型コミュニティ 

 住宅地域における PVの普及見通しと災害等によるユー

ティリティ停止時の課題に対応するために，これまでの水

素エネルギーコミュニティの設計を修正する必要がある．

本研究では，FC以外の DER（当初は PVを対象とする）を

エネルギーネットワークに組み込むと共に，ユーティリテ

ィ停止時に対処可能なレジリエンスを有する，水素エネル

ギーコミュニティを「エネルギー需給型コミュニティ」と

称す．以下に，エネルギー需給型コミュニティのネットワ

ーク構成と目的関数について述べる． 

○エネルギーネットワーク構成 

 PV は太陽光を電気に変換する素子であるが，自然エネ

ルギー（太陽光）により電気を生成することから，「エネ

ルギー生成」モジュールに位置付ける．「水素製造」モジ

ュールでは，ユーティリティ停止時の代替用として固体高

分子電解質膜（Membrane）による水素発生装置も併用する．

さらに，エネルギーネットワークと需要家の分岐点に，需

給バランス調整用のフローコントローラを設ける． 

図２にエネルギー需給型コミュニティのネットワーク

構成のブロック関係図を示す． 

ここで，「生成」モジュールの PVと「変換」モジュール

の FCを自立運転可能な構成とするため，「貯蔵」モジュー

ルに再起動用の小容量バッテリを追加装備する．また PV

で生成した電気は，FC群と同様に余剰電力をエネルギー 

図 2 エネルギー需給型コミュニティのネットワーク構成 

 



需給型コミュニティ内で融通して使い切り，コミュニティ

外へは逆潮流しない．さらに，災害等によって系統電力と

都市ガスの供給が停止した場合，PVと FCは自立運転に移

行すると共に，需要家機器（電気）は，需給家も含めて，

フローコントローラによって防災負荷（例えば，非常用照

明）または保安負荷（例えば，医療機器）のみに使用制限

される．つまり，緊急時・災害時において暫定期間のみで

あるが，コミュニティ内のエネルギー需給をバランスさせ

て自立性を確保する． 

○目的関数 

 エネルギー需給型コミュニティの評価指標と目的関数

は，平常時において水素エネルギーコミュニティとほぼ同

様の運転を行う「通常モード」と，緊急災害時（ユーティ

リティ停止時）において電力需給を重視して自立・負荷制

限運転を行う「緊急モード」の 2種類から成る． 

（通常モードの目的関数） 

 通常モードの目的関数は（式 1）と同様であるが，以下

の評価指標の定義と算定方法が水素エネルギーコミュニ

ティと異なる． 

• 経済性・コスト（Economic Efficiency）[COST]：年間

の購入エネルギー費用（系統電力と都市ガスの合計）． 

• 環境・温暖化対応（Environment）[CO2]：年間の購入エ

ネルギーに対応する二酸化炭素排出量． 

ここで[COST]は，需要家全体の消費電力量から PVと FC

の発電量を控除した電力量（つまり，系統電力の使用量）

に相当する料金と，需要家全体と水素製造モジュールが消

費した都市ガス使用量に相当する料金の合計となる．また

[CO2]は，系統電力と都市ガスの使用時刻・使用量に二酸

化炭素排出原単位を乗じて算定される． 

（緊急モードの目的関数） 

エネルギー需給型コミュニティの評価指標として，以下

の 3つが挙げられる． 

• エネルギー供給の安定性（Energy Security）[SEC]：DER

とユーティリティの連系に加えて，ユーティリティ（系

統電力・都市ガス等）が停止したことを検知し，通常モ

ードのネットワーク制御方式（自立分散制御）から緊急

モードの制御方式（統合制御）へ移行する構成 

• システム回復力（System Resilience）[REL]：PVおよび

FCを自立運転に移行した後，以下の式で表わされる DER

全体の供給電力（kW） 

            （式 2） 

• 需給ギャップ調整力（Negawatt Power）[NEG]：各需要

家の防災負荷や保安負荷の消費電力（kW） 

エネルギー需給型コミュニティでは，[REL]が[NEG]の総

和以上の容量を有すると共に，[NEG]の総和を必要最小限

に抑えて，[REL]が電力を供給する時間を最大化すること

が求められる．よって，目的関数は以下の 2式のように表

記される。 

          （式 3） 

 

          （式 4） 

 

５．まとめ 

本稿では，再生可能エネルギー（PV）の普及見通しと災

害時等に顕在化する水素エネルギーコミュニティの課題

を示し，それらに対応した新しいエネルギーネットワーク

の枠組としてエネルギー需給型コミュニティのコンセプ

トを提言し，そのネットワーク構成と目的関数を示した． 
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